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Ⅰ　はじめに

　2005年当時文部科学省は，特別支援教育を構想
するにあたり「今後，地域において特別支援教育
を推進する体制を整備していく上で，特別支援学
校（仮称）は中核的な役割を担うことが期待され
る」「特別支援学校（仮称）が，教育上の高い専
門性を生かしながら地域の小・中学校を積極的に
支援していくことが求められる」とした₁）。この
具現こそが，現在でいうところの特別支援学校に
おける「センター的機能」やその担い手である「特
別支援教育コーディネーター」である。
　文部科学省が実施した「平成27年度特別支援学

校のセンター的機能の取組に関する状況調査につ
いて」によれば，センター的機能を担当する分
掌・組織を設けている国立及び公立学校は90％を
超え，「特別支援教育コーディネーター」を複数
配置している国立及び公立学校は60％を超えてい
る。また，センター的機能の取組の実際として，
「小・中学校等の教員への支援機能」が挙げられ
ている。相談内容では，「指導・支援に係る相談・
助言」「障害の状況等に係る実態把握・評価等」「就
学や転学等に係る相談・助言」の順に多かった。
特別支援学校における課題として「地域のニーズ
へ応えるための人材を校内で確保すること」及び
「多様な障害に対応する教員の専門性の確保をす

要　旨

　地域における特別支援教育を推進する体制を整備に際しては，特別支援学校が中核的な役割を担うこと
が求められている。いわゆる「特別支援学校のセンター的機能」である。
　この充実を目指して，本研究では，A県の特別支援学校特別支援教育コーディネーターが認識している
地域における特別支援教育推進上の課題を明らかにすることを目的にした。
　そのために，特別支援学校の外部支援を担当する特別支援教育コーディネーターに半構造化面接法を用
いて，相談内容，学校体制等について聞き取り調査を行い，計量テキスト分析を実施した。
　そこから，特別支援教育コーディネーターは，地域の通常の学校における教師の特別支援教育に関する
理解が進んでいるという肯定的見方の一方で，各学校における支援体制の整備が課題として指摘された。



36 小山聖佳・東信之・佐々木全

ること」が挙げられ，いずれもセンター的機能を
推進する人材に関するものであった。
　一方で，小・中学校等における課題として，「特
別支援教育実施のための校内体制を構築するこ
と」「全教員が特別支援教育の重要性について理
解していること」等が挙げられた2）。
　このことは，特別支援教育コーディネーターの
役割として期待される「学校内の関係者や関係
機関との連絡・調整，保護者に対する学校の窓
口，地域内の小・中学校等への支援，地域内の特
別支援教育の核として関係機関との密接な連絡調
整」₃）における後者 2点に関わるものであろう。
このような特別支援学校におけるセンター的機能
として特別支援教育コーディネーターが担う取組
（以下，「外部支援」と称する）では，実践研究
から特別支援学校主催による地域向け参加型研修
会実施の有効性₄）や，特別支援学校の特別支援
教育コーディネーターによる移行支援に関する研
究₅），特別支援教育コーディネーターによる実践
のポイント₆）等が明らかになってきている。また，
特別支援教育の更なる推進に向け，特別支援学校
における特別支援教育コーディネーター自身の資
質向上プログラム開発も行われてきている₇）。
　一方で，特別支援学校の特別支援教育コーディ
ネーターが認識する課題に焦点を当てた研究は少
なく，外部支援の現状は明らかになっていない。
　そこで，本研究では，特別支援教育コーディネー
ターが外部支援の現状において認識する課題を明
らかにすることを目的とした。

Ⅱ　方法

　特別支援教育コーディネーターが認識する課題
を明らかにするために，A県内の特別支援学校全
17校の外部支援を担当する教員を対象とした30分
程度の半構造化面接法を行った。
　調査項目は，①外部支援の経験年数，②通常学
級の先生方から受ける相談内容，③相談内容に対
する指導・助言，④学校体制の状況，⑤外部支援

での困りごと，⑥通常学級の先生方への願い等で
ある。
　把握した回答を全てテキストデータに変換し，
「KH Coder」によって計量テキスト分析を行っ
た。「KH Coder」とは，テキスト型（文章型）デー
タを統計的に分析するためのフリーソフトウェア
である₈）。これによって，頻出後の共起関係を示
す「共起ネットワーク」を得る。これをもとのテ
キストデータ（以下では，原文と記す）の文脈と
対照させながら，解釈を加えた。
　なお，本校の執筆，公表については関係者の承
諾を得た。調査，分析，執筆のいずれの段階にお
いても匿名性を担保し，適切な表記であることを
共同執筆者及び研究協力者によって確認した。

Ⅲ　結果と考察

　計量テキスト分析の結果，総抽出語数（分析
対象ファイルに含まれる全ての語の延べ数）は
18,525語，異なり語数（何種類の語が含まれてい
たかを示す数）は1,622語であった。このうち，
分析に使用される語として6,594語，異なり語数
1,252語が抽出された。これらの頻出語のうちの
上位150語とその出現頻度を表 ₁に示した。
　また，出現パターンの似通った語（すなわち共
起の程度が強い語）を線で結んだ「共起ネット
ワーク」を図 ₁に示した。ここでは，強い共起関
係ほど太い線で，出現数の多い語ほど大きい円で
描画される。中心性（それぞれの語がネットワー
ク構造の中でどの程度中心的な役割を果たしてい
るか）が高いほど，図の中央に位置し，かつ色分
けされる。水色・白・ピンクの順に中心性が高く
なるが，印刷の都合上本紙面では表示はグレース
ケールである。なお，文中の抜粋について，下線
を記したのは，図中に出現した語である。

1 　「先生」の語を中心とする語群から

　図 ₁の左中央から「先生」の語を中心とするま
とまりが見て取れる。この「先生」に関しては，
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「担任の先生」や「周りの先生」，「特別支援学級
の先生」等と広い意味合いで使われていることを
示している。さらに，「担任」は中心度が高いため，
当たり前ではあるが担任を中心に学級の児童生徒
の支援について「周りの先生」や「特別支援学級
の先生」等と関わりながら，検討しているという
ことが読み取れる。
　つまり，特別支援教育を推進していくに当たっ
て，「担任の先生」のみならず，「周りの先生」や
「特別支援学級の先生」をはじめとして，周囲の
先生方の関わりが必要であることがわかる。ここ

でいう関わりとは，先行研究から「同僚の教員と
協働すること」と操作的に定義する₉）。これに関
連する原文には，担任や校内の特別支援教育コー
ディネーターへの負担や困り，孤立に関する訴え
があった。渡辺・柿崎は，「校内の特別支援教育
コーディネーターを含め，教師は支援を必要とす
る児童への支援に戸惑っている10）」と指摘してい
る。また，福永・古井は，「学級担任の困り感を
軽減する校内支援体制として，「保護者・クラス
メイトへの対応」が有効に機能しているとし，「校
内連携・共通理解」に加え，専門職や保護者，ク

表 1　頻出後の出現頻度
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ラスメイトへの対応も必要である11）」と述べてい
る。
　以上から，対象の児童生徒を複数の目で観察し，
学校全体で共通理解を図っていくことが求められ
るだろう。

2 　「一緒」の語を中心とする語群から

　図 ₁の右中央下にある「一緒」「考える」のま
とまりがある。関連する原文では，特別支援教育
コーディネーターからの指導・助言に基づき支援

内容について「一緒に考える」などが多く見られ
た。また「個別の指導計画を一緒に書く」という
内容もあった。
　つまり，特別支援学校の特別支援教育コーディ
ネーターは，各学校の学級担任もしくは特別支援
教育コーディネーターと協働しながら児童生徒の
支援に当たっているということである。
　例えば，苦慮事例に対しては「目の前の行動に
おける対症療法的な答えが求められがち12）」とい
うことからも，学校現場では即時的な解決を求め

図 1　共起ネットワーク
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てしまいがちである。
　しかし，特別支援教育コーディネーターは，短
時間での子ども等の見取りと見立てで即時的な解
決を導くものではない。関連する原文でも「先生
方の知識は増えたが，この障害にはこの対応と考
えてしまうケースがある」とのことであった。
　以上から，継続的に子どもの実態把握を行い，
日ごろから接している担任の先生と協働しなが
ら，一緒に支援について考える必要がある。

3 　「中学校」の語を中心とする語群から

　図 ₁の左上の「中学校」「小学校」「高校」「進
路」のまとまりがある。ここで「中学校」が頻出
していると同時に中心性が高いのは，特別支援教
育コーディネーターに学校体制や外部支援での困
り感を尋ねると，「中学校」に関わる内容が多く
出されたことによる。
　福永・古井は，「小学校の校内支援体制が質的
な整備もなされつつあると学級担任が評価してい
る11）」と指摘している。これに対する中学校の現
状について，別府・上野らは，「教科担任制や生
徒指導の重視など，小学校と違った環境の中での
一人のアスペルガー症候群と診断された事例が抱
える課題が，および校内支援体制を築く上での困
難点が浮き彫りになった13）」としている。関連す
る原文においては，学校体制に関する文脈中で「小
学校，高校は理解が進んでいる」との内容があっ
た。無論これは中学校に比してということであっ
た。別府は，事例研究において，生徒の思春期や
教科担任制等の原因により，中学校では特別支援
教育の体制づくりに困難が生じやすいことを示唆
した14）。
　しかし，そのような状況でも善処のエピソード
があった。例えば「養護教諭が架け橋となって，
支援や校内体制作り，他の生徒との関係作りに役
割を果たした15）」と中学校における養護教諭のエ
ピソードである。
　以上から，校種間接続の充実という観点からも，
小学校に比して中学校の特別支援教育の体制づく
りが急務である。

4 　「管理職」の語を中心とする語群から

　図 ₁の中央上に「理解」「管理職」という語の
まとまりがある。
　関連する原文には，「まだまだ管理職の理解が
進んでいない」という内容があった。ここでは，
先に示した，「中学校」の語を中心とする語群に
かかわり示したように校種によってもばらつきが
見られた。
　つまり，学校現場では管理職の特別支援教育に
関する理解の不足が課題として挙げられている。
　例えば，池田・若松は校内支援体制が整備され
ている学校は，管理職と特別支援教育コーディ
ネーターが密に連携を図りながら，全職員にチー
ム対応を呼びかけたり，自ら校内を回って子ども
たちに目を配ったりと積極的に動いている16）こ
とを示唆している。
　以上から，特別支援教育コーディネーターはも
ちろんだが，管理職の理解が，組織的かつ協働的
な校内支援体制の構築の要件となるだろう。

5 　「検査」の語を中心とする語群から

　図 ₁の右にある「検査」「依頼」「来る」のまと
まりがあり，この ₃つの語でまとまりが完結して
いるため，検査後の支援が結びついていないと予
想される。「保護者に検査結果を伝える」「検査依
頼が多い」等の検査に関わる困りごとが現れてい
ると読み取れる。
　検査は子どもにも負担がかかるということを理
解したうえで，検査の結果が今後の支援に有意義
に活用していけるような流れをつくりたい。また，
保護者に検査結果を伝える際に，検査者が伝える
ことが良いのか，担任が伝えることが良いのか，
考える必要がある。

Ⅳ　まとめ

　A県における特別支援教育の推進に際して，特
別支援教育コーディネーターが外部支援の現状に
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おいて認識する課題は，「担任や各学校の特別支
援教育コーディネーターを支える校内の協働体
制」「特別支援学校の特別支援教育コーディネー
ターと担任または小・中学校の特別支援教育コー
ディネーターが協働して支援を考える体制作り」
「中学校における校内支援体制構築」「管理職の
理解啓発」「検査後の支援の在り方」の ₅つが示
唆された。
　つまり，これらはA県において各学校の特別
支援教育に関わる支援体制構築における課題であ
る。また各学校の支援体制構築にあたっては，学
校全体の特別支援教育に関する理解のために，特
にも管理職の理解啓発が挙げられた。また，セン
ター的機能をもつ特別支援学校との繋ぎ役であ
り，教員のサポートの役割を任う特別支援教育
コーディネーターの資質向上も不可欠であると示
唆された。このことは，特別支援教育コーディネー
ターの役割として期待される「校内外の関係者と
の連絡・調整」「校内の教員の相談窓口」であり
17），校内委員会の組織や運営に関する実務でもあ
る。
　しかし，実際に特別支援教育コーディネーター
というような役職ではない教師でも，同じ役割を
担う「副校長」「養護教諭」等がいることで，協
働的な支援体制を築く一歩になる。このように特
別支援教育コーディネーターの質が確保されるこ
とが，担任教師の力量の確保に大きく影響を与え
る。それ故に，各学校の特別支援教育コーディネー
ターの育成及び資質向上について，更に力を入れ
ていく必要があるだろう。
　今後の課題は，本研究で得られた結果の検証で
ある。また，特別支援教育コーディネーターが外
部支援において認識する課題と，小中学校の教員
が校内支援体制構築に向け認識する課題の相違な
どを調査し，俯瞰的な状況ならびに改善ニーズの
把握に努めたい。
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